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武器などの展開（20 ～ 22日），鎮圧行動（23 ～ 25日）の３段階に分けて行われた。
　＜地域間協力＞
　現在のロシアの貿易制度はソ連邦時代のような国家独占から解放され，ロシア
企業は外国との貿易を自由にできるようになっている。このような条件の下で，
中国東北地方と長い国境線を接するロシア極東地域にとって，国境をまたいだ地
深まるロシア・中国関係
656
域間協力は対外経済関係の最も重要な課題となっている。しかし，両国の地域企
業が貿易を発展させるためには，地域間貿易を発展させるためのソフトとハード
の両面でのインフラ整備が課題となっている。
　ソフト面では，2005年１月１日，両国中央銀行の「国境地域における取引の銀
行間決済についての協定」が発効し，沿国境地域間の貿易決済に関して，ロシア
側18銀行（支店）が中国側銀行とのコルレス口座開設を行った。その地方別内訳は
アムール州６，沿海地方５，ハバロフスク地方４，チタ州２，ユダヤ自治州１で
ある。この協定によって，国境地域間の取引にはロシアルーブル，中国元での銀
行決済が可能になった。この協定方式は，今後国境地域間の観光部門の決済にも
適用することで，首相間協議で原則合意した。また，国境通関所の通関業務を休
日なしに行うことなども実施され始めた。
　一方，ハード面では地方間を結ぶ鉄道，道路や橋などのインフラ整備と，両地
域住民が自由に往来できる貿易区の建設などが重要な課題となっている。このよ
うな地域間でのインフラを整備するために，極東地域と東北地方の地方政府間で
定期的な協議が行われ，様々なプランが立案されている。しかし，最終的な決定
権は中央政府が握っているため，その実現には両国中央政府の地方経済に対する
認識の違いが表れる。たとえば，極東地域アムール州（ブラゴベシチェンスク市）
と東北地方黒龍江省（黒河市）の間で自由貿易区や工業生産区を持つ経済開発区の
建設やアムール川架橋について合意され，その計画が中央政府にも提案された。
経済開発区については，ロシア側は計画の不完全性を理由に却下し（先述「経済
特区」参照），架橋についてはその効果について疑問が出され，計画実施に許可が
下りていない。グレフ経済発展商業相は，「この計画のどこに魅力またはメリッ
トがあるのか，私は未だに理解できない」と述べている。このようなロシア中央
政府の認識は，2005年10月末に行われたロ中首相定期会談準備委員会の議定書の
中にも反映されている。議定書では，「2010年までの貨物輸送量を約300万㌧と予
測するとき，ブラゴベシチェンスク～黒河間の鉄道橋建設の条件は未だ熟してい
ない」と記された。
　他方，中国側では黒河＝ブラゴベシチェンスク国境経済開発区計画を先取りし
て計画を進め，2005年末にはアムール川架橋計画の第１段階が完了する，といわ
れている（『アムールスカヤ・プラウダ』12月９日）。
　＜吉林省化学工場での爆発事故＞
　10月末に行われた首相会談で，ロ中政府間環境保全小委員会の設置が決定され
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たが，この事故が起きた時点（11月13日）では国際河川の環境監視に対する常設機
関がなかったため，事故の発生，汚染物質の量，内容などの重要な情報交換が迅
速に行われなかった。アムール川の汚染に関しては早くからハバロフスク地方は
危機感を持っており，ロシア天然資源省は中国側に対して監視機関を設けるよう
交渉してきた。事故を受けて，中ロは12月12日，アムール川水質監視プログラム
を締結した。
　ロシアと日本
　中国との関係が極めて緊密であるのに対して，日本との関係は政治面でも，経
済面でもその比重は小さい。政治的には第２次世界大戦後の処理をめぐる平和条
約が未締結であり，両国間では領土問題が未解決の問題として残されているが，
ロシア側にとってはこの問題はそれほど大きな意味を持たない。他方，経済的に
はロ中貿易は2004年に200億㌦を超えたが，ロ日貿易は約90億㌦であり，ロ日間
の貿易・投資拡大は，ロシアにとって極めて重要な課題である。このような，日
本に対する政治面での消極さと，経済面での積極さが，現在のロ日関係を覆って
いる。
　国家首脳会談は，国家間関係における相互の重要性・必要性を示すものである
が，2005年に予定されたプーチン大統領の公式訪日の遅れは，両国間関係の今日
の状況を的確に示した。プーチン大統領は，当初2005年初めに日本を公式訪問す
ることが予定されていたが，結局，年の終わり近くになった11月20 ～ 22日に訪
問することとなった。この原因は，長年の懸案事項である領土問題に関して，両
者の間で「２島譲渡」か「４島返還」かの立場の違いが大きく，大統領訪日の日程
を調整する外相会談でも決定できなかったためである。11月の首脳会談では，両
首脳は領土問題に関する両国の立場には大きな隔たりがある，ということを確認
しただけで，1993年にエリツィン大統領と細川首相の間で，北方４島の帰属問題
を解決して平和条約を早期に締結するとした「東京宣言」にも言及しなかった。
また，首脳会談の成果として，会談後に通常発表される共同宣言も出されなかっ
た。
　ロシアと東北アジア地域
　＜石油パイプライン建設計画＞
　2002年３月に決定された極東・ザバイカル地域の社会経済発展のための政府プ
深まるロシア・中国関係
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ログラムのなかで，この地域を発展させるための最も重要な課題のひとつとして
石油・天然ガス採取産業を発展させ，幹線パイプライン網を拡大すること，また，
ロシアの地政学的・戦略的な国益保護のための政策として，石油・天然ガスパイ
プラインを建設することが決定された。
　石油資源を外国に頼り，その購入先を多様化したい日本と，東北地方の石油資
源が枯渇し，その石油産業基盤の維持が厳しい状況にある中国は，シベリアの石
油をめぐって激しいロビー活動を展開した（『アジア動向年報 2004・2005』参照）。
その結果，ロシア政府は，2004年12月31日，⑴産業・エネルギー省と石油輸送会
社「トランスネフチ」社が計画した石油パイプライン建設計画（ルートはイルクー
ツク州タイシェット～アムール州スコヴォロジノ～沿海地方ペレヴォーズナヤ湾，
年間輸送能力は8000万㌧，プロジェクト名称は「東シベリア～太平洋」。図３参照）
を許可する，⑵産業エネルギー省は，地質調査と東シベリア・極東地域のどの石
油産地を利用するのかについての計画を立案する，⑶産業エネルギー省，経済発
展商業省，天然資源省は共同で，パイプライン建設段階計画書を2005年５月１日
までに作成する，等を内容とする政府指令を決定した。
　2005年には上記の政府決定に従って，４月26日，産業エネルギー省の指令が出
された。その内容は，⑴建設の第１段階は，タイシェット～スコヴォロジノ間で，
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図３　石油パイプライン「東シベリア～太平洋」ルート予定図
　（出所）　トランスネフチ社ホームページ。
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年間輸送能力は3000万㌧とする。石油は西シベリアから移送する。第１段階の建
設は2008年後半に完了する。ペレヴォーズナヤ湾の石油ターミナル建設は年間総
能力3000万㌧とし，その完成はパイプライン完成と同一とする。⑵建設の第２段
階は，スコヴォロジノ～ペレヴォーズナヤ間で，年間輸送能力は5000万㌧とし，
スコヴォロジノまでの輸送能力を8000万㌧にあげる。パイプラインが通るタイシ
ェットとカザチンスコエにおいて，東シベリアの石油産地からのパイプラインと
接続させる。建設開始は，東シベリア・極東地域の石油産地の開発状況によって
判断する，というものである。
　タイシェット～スコヴォロジノ間のパイプラインを第１段階で建設するという
計画は，日本側にとっては最良ではなく，逆に中国にとっては，日本側の激しい
ロビー活動によって一度は消滅しかけたシベリア～大慶ルート復活の可能性が高
まったのである。それを確認するかのように，その後，政府要人からたびたびシ
ベリア～大慶ルート建設の可能性が述べられ，プーチン大統領も９月初めパイプ
ラインが中国に向けて建設されるだろうと述べた。さらに，11月初めに中国を実
務訪問したフラトコフ首相と温家宝首相との会談後，温首相は，ロ中石油パイプ
ライン建設についてロ中政府間で協定に調印することで合意した，と述べた。ま
た，第１段階の建設によって予定されている3000万㌧の石油のうち2000万㌧は，
中国に輸出されることがプーチン大統領によって確認された。このことは，プー
チン政権にとって，ロ中善隣友好協力条約を締結し，戦略的パートナーとして認
め合っている中国の重要性を示している。なお第１段階の建設は，2006年夏に始
まると見られている（2006年１月６日，ヤクーツク市におけるプーチン大統領演
説）。第２段階の建設については，東シベリアおよび極東地域における石油資源
の探査状況に大きくかかっているが，バイカル湖地区と最終予定地であるペレヴ
ォーズナヤに関する環境保護の観点から，トランスネフチ社が予定しているルー
トの最終的な許可はなされていない。
2006年の課題
　ロシア極東地域にとって最大の課題は，全国経済の発展から取り残された地域
経済を，どのようにして発展させるのか，ということにある。中央政府がまとめ
た地域発展プログラムでは，主としてインフラ整備に重点が置かれている。たと
えば，朝鮮縦断鉄道とシベリア鉄道の接続，東シベリアから太平洋までの間で石
油と天然ガスを輸送する石油・ガスパイプラインの建設などが重要なプロジェク
深まるロシア・中国関係
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トとしてあげられている。前者については，ロシアと北朝鮮の間でルートを巡り
合意がなされず，その間に対抗路線である中国から中央アジアを通りヨーロッパ
へ抜ける鉄道計画が進んでいる，といわれている。ロシア側の鉄道専門家の見解
では，この場合，朝鮮縦断鉄道とシベリア鉄道の接続は意味を持たないものにな
る。一方，石油パイプラインの建設は，第１段階の建設が決定されたが，石油資
源の確保問題や環境問題とのかねあいから，第２段階の建設は未定であり，ルー
トの選定も最終的には決まっていない。その他の大規模プロジェクトも巨額の資
金と長い建設期間が必要であり，極東地域経済活性化の即効薬とはなりにくい。
　ひとつの鍵は，隣接する中国東北地方との経済関係を強化することであろう。
両地域間では定期的な地方政府間の協議が行われており，地域発展の計画も共同
でなされている。2006年には，中国東北地方との地域間協力を進める「経済特区」
の設立をロシア政府が認めることがひとつの課題となるだろう。
　（地域研究センター）
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１月１日
▲
ロシア中央銀行と中国人民銀行間
で2002年８月に締結された「国境地域におけ
る取引の銀行間決済についての協定」発効。
　16日
▲
中国黒龍江省黒河市副市長，ブラゴ
ベシチェンスク訪問。
２月２日
▲
プーチン大統領，来訪中の唐家璇
中国国務委員と会談し，安全保障問題の定期
協議化で合意。
　４日
▲
極東地域沿海地方の新知事として，
ダリキン現知事が任命される。ロシアにおけ
る知事任命制の下での最初の任命知事。
　28日
▲
韓国軍代表団，極東軍管区（ハバロ
フスク）訪問。
３月１日
▲
在ハバロフスク中国総領事館ウラ
ジオストック支部開設。
　２日
▲
中国遼寧省大連市経済代表団，ハバ
ロフスク訪問。
　９日
▲
プーチン大統領，コリャーク自治管
区知事を解任。
　17日
▲
バルエフスキー・ロシア軍参謀総長，
中国訪問。人民解放軍の梁光烈総参謀長と会
談し，ロシア軍と中国軍の共同演習の2005年
実施で合意。
　26日
▲
プーチン大統領，沿ヴォルガ連邦管
区ペルミ州とコミ ・ ペルミャーク自治管区の
統合に関する法律に署名（３月19日下院，３
月24日上院可決）。
　27日
▲
極東地域アムール州議会選挙。
４月17日
▲
シベリア連邦管区クラスノヤルス
ク地方，タイムル自治管区，エヴェンキ自治
管区の統合に関する住民投票が実施され，統
合が決定。
　25日
▲
プーチン大統領，年次教書演説。
　
▲
黒龍江省ハルビン市経済代表団，ハバロ
フスク市を訪問（～ 28日）。両市政府間の第
１回国際協力委員会調整協議会開催。
　26日
▲
フリステンコ産業エネルギー相，石
油パイプライン「東シベリア～太平洋」建設
の第１段階として，タイシェット～スコヴォ
ロジノ間の建設などを含む指令を発する。
５月５日
▲
ロシア下院国際関係委員会代表団，
北朝鮮訪問（～７日）。
　９日
▲
対独戦勝60周年記念式典で，ロ中，
ロ韓，ロ日首脳会談。
　17日
▲
中国黒龍江省経済代表団，極東地域
サハリン州訪問。
　18日
▲
プーチン大統領，下院選挙法に署名
（４月22日下院，５月11日上院可決）。
　22日
▲
極東地域マガダン州議会選挙，「統
一ロシア」が勝利。
　24日
▲
ダリキン沿海地方知事，韓国訪問。
　31日
▲
プーチン大統領，連邦法「ロシア・
中国東部地区国境の補足協定の批准につい
て」に署名（５月20日下院，５月25日上院可決）。
６月１日
▲
ロ中外相会談（ウラジオストック）。
　２日
▲
ロ中印外相会談（ウラジオストック）。
　７日
▲
東北アジア諸国地域政府国境協力協
議会第１回小委員会開催（ハバロフスク）。
　８日
▲
第７回ロ中地域間・国境貿易経済協
力調整協議会開催（ハバロフスク）。
　９日
▲
ロ中投資フォーラム（～ 10日，サン
クトペテルブルグ）。
　16日
▲
東北アジア諸国の地域行政府協議会
国境協力に関する第１回会議開催（ハバロフ
スク）。中国，韓国，ロシア極東から参加。
　
▲
ロシア安全保障会議代表団，北方領土視
察。
　22日
▲
中国人民解放軍黒龍江省軍管区代表
団，ハバロフスク訪問。
　30日
▲
胡錦濤中国国家主席，ロシア公式訪
問（～７月３日，１日―首脳会談，２日―フ
ラトコフ首相と会談，３日―共同声明）。
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2005年　重要日誌
７月６日
▲
黒龍江省経済代表団，サハリン州
訪問。
　７日
▲
プーチン大統領，石油パイプライン
「東シベリア～太平洋」について，中国向け輸
出を先行させると言明（グレンイーグルズ）。
　21日
▲
プーチン大統領，連邦法「選挙・国
民投票に関する法規，その他の法規への修正
について」に署名（７月６日下院，７月13日上
院可決）。
　22日
▲
ロ中銀行間協力小委員会定期会議
（ノヴォシビルスク）。
　23日
▲
プーチン大統領，経済特区法に署名
（７月８日下院，７月13日上院可決）。
　24日
▲
ロ中協力フォーラム開催（～ 25日，
中国黒龍江省密山）。
　26日
▲
黒龍江省議会代表団，ハバロフスク，
沿海地方訪問。環境問題について協議。
　28日
▲
イワノフ国防相，極東視察（～８月
１日）。
８月10日
▲
コロトコフ・アムール州知事，黒
龍江省黒河市共産党書記と，アムール川架橋
について会談。
　12日
▲
第８回ロ中政府間貿易経済協力小委
員会開催（～ 13日，北京）。
　14日
▲
プリコフスキー極東連邦管区大統領
全権代表，北朝鮮訪問（～ 17日）。
　18日
▲
ロ中共同軍事演習訓練「平和の使命
2005」開始（～ 25日）。
　22日
▲
ロシア・北朝鮮混合鉄道国境委員会
開催（羅仁）。
　23日
▲
イワノフ国防相，中国訪問。
９月２日
▲
第１回東北アジア諸国貿易投資博
覧会開催（～６日，吉林省長春市）。
　16日
▲
ロシア運輸相，経済発展商業相，天
然資源相，極東・シベリア視察。
　23日
▲
中国吉林省代表団，沿海地方訪問。
　27日
▲
第１回極東国際経済会議開催（ハバ
ロフスク）。
10月14日
▲
プーチン大統領，憲法法「クラス
ノヤルスク地方とタイムル自治管区，エヴェ
ンキ自治管区の統合の結果としてのロシア連
邦における新しい連邦構成主体の形成につい
て」に署名（９月22日下院，10月５日上院可決）。
　23日
▲
カムチャツカ州とコリャーク自治管
区の統合に関する住民投票が実施され，統合
が決定。
　26日
▲
ロシアと北朝鮮，森林伐採に関する
政府間協定の延長に関する文書に調印。
　
▲
フラトコフ首相，石油パイプライン「東
シベリア～太平洋」の建設促進策を11月10日
までに作るように指令。
11月２日
▲
フラトコフ首相，第10回定期首相
会談のため中国訪問（～４日）。中国首相，ロ
中パイプライン建設に関する政府間協定に調
印の予定で合意と表明。
　５日
▲
フラトコフ首相，極東視察（～６日）。
　13日
▲
極東地域と接する中国吉林省の石油
化学工場で爆発事故。アムール川下流に位置
するハバロフスク地方に影響。
　14日
▲
プーチン大統領，新しい極東連邦管
区大統領全権代表にカミール・イスハコフを
任命。
　20日
▲
プーチン大統領，日本公式訪問（～
22日）。
　26日
▲
李肇星中国外相，吉林省の石油化学
工場爆発事故によるアムール川汚染に関して，
ロシアに謝罪。
　28日
▲
グレフ経済発展商業相，新経済特区
として６カ所を政府に提案。
12月１日
▲
新ペルミ地方の成立。
　11日
▲
ハバロフスク地方議会選挙実施。
　25日
▲
チュコト自治管区議会選挙実施。
